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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [78,287円]

類似団体内順位

3/41
全国市町村平均

115,856
静岡県市町村平均

109,946

(円)

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

30,000

196,049

71,934

115,666
113,004114,507112,089111,008

H21H20H19H18H17

78,287
80,28781,47280,15884,924

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [92.3]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.14人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.8%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [102.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの
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財政構造の弾力性
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類似団体平均

吉田町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
財政力指数：
　平成１９年度から平成２１年度までの３か年平均は１．１６で依然として類似団体の平均に比べ
高い数値となっている。しかし、平成２１年度単年度による財政力指数は、１．０５と平成２０年度
単年度財政力指数の１．１７に比べて下回っている。今後も長引く景気低迷により、町内に所在
する大型事業所など法人関係の大幅な減収を受けて、基準財政収入額の減少が予測され、財
政力指数の低下が考えられるので、町税収入増加に向けての多様な取組や売却可能資産の積
極的な売却により歳入確保を図る。

経常収支比率：
　平成２０年度に比べ４．９ポイント増加しているため、財政の硬直化が進んでいると言える。ま
た、経常収支比率の上昇の要因としては、町税が約５億６千万円の大幅な減収となり、比率算式
に大きな影響を与えている。今後も町税の急激な増収を期待できる状況にはなく、経常収支比率
も高い水準で推移するものと予測できる。今後も引き続き行財政改革の取組を通じて、公債費や
繰出金等の抑制など、経常経費削減を行い歳出全体の抑制に努める。

ラスパイレス指数：
　給与表の改定による給料の引下げ対象となった職員が多かったことやラスパイレス指数に影響
の大きい経験年数階層に変動があったことなどから、ラスパイレス指数が４年ぶりに低下した。

今後も引き続き類似団体の水準を目標とし、人事評価制度の構築による査定昇給の導入など給
与の適正化に努める。

実質公債費比率：
　平成２０年度に比べ０．３ポイント減少した。平成１８年度から平成２０年度までの３か年平均で
算定している平成２０年度決算に基づく比率には、平成１９年度末に解散した榛原地域土地開発
公社から平成１８年度に用地買戻しを行った経費が含まれていたことから、それが実質公債費比
率を押し上げる結果となっていた。平成２１年度決算に基づく算定では、この要素がなくなったこ
とが減少した大きな要因となっている。また、平成１６年度に｢新規借入額は償還元金の額を上
回ってはならない｣という基本原則を定め、忠実に履行したことで効果も着実に表れている。今後
も地方債に大きく頼ることのない財政運営に努める。

人口１，０００人当たり職員数：
　集中改革プランや定員管理計画に基づき定員を削減してきた結果、類似団体内でも極めて少
ない職員数となっている。一方、町の人口は増加を続けており、また、権限移譲など行政需要の
増加も見込まれることから、行政サービスを低下させない職員配置ができる定員の適正化に努
める。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：
　平成２０年度に比べ２，０００円/人減少した。人件費では、ラスパイレス指数や職員数の統計数
値にも表れているとおり、低コストで良質なサービス提供を目指す取組の中で、給与水準が低く
抑えられていることと、定員管理計画の目標を上回る職員の削減が図られたことにより低減して
いるものである。また、物件費では、委託料と備品購入費の減額が低減要素となった。また、決
算額としては、低コストを実現しているとともに、ごみ処理、し尿処理、火葬、消防及び学校給食
の各業務を一部事務組合で運営していることから、類似団体で比較すると低い額になっている。

将来負担比率：
　平成２０年度に比べ８．５ポイント増加した。これは、経営悪化を招いた榛原総合病院の財政支
援を行うために財政調整基金を取り崩したことが大きな要因となっている。なお、類似団体平均
に比べると３５.７ポイント上回っている。今後も後世への負担を少しでも軽減できるように、公債
費等の義務的経費の見直しを図り財政健全化に努める。


